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１．概要
本論文では、Krugman (1991)のモデルを産業連関構造を伴う多地域多産業に拡張し、日本の地域データを用いたシミュレーション分析を行うことにより、日本の地域ポテンシャルと労働分布について検証を行う。まず、第２節で基本モデルを提示し、第３節でキャリブレーションによるパラメータの算出を行う。続く第４節で地域ポテンシャルと労働移動（労働分布）を求め、輸送費用の低下がそれらに与える影響を分析する。

２．N産業R地域モデル

本節では、Fujita et al.(1999)をもとに、産業間の中間財取引を考慮したN産業R地域モデルを構築する。ここで想定する経済において、地域の数はＲ（r=1,…,R）であり、産業は各地域それぞれにN（i=1,…,N）種類あるとする。
２．１　Ｎ産業モデル

消費者の効用は、住宅としての土地の消費量(
[image: image1.wmf]  
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)と各産業において生産されたそれぞれの（最終需要）財(C1, C2,…,CN)から構成されているものとする。前者は非交易財（の代表的なもの）であり、後者は交易可能な財である。したがって、効用関数は一次同次のCobb-Douglas型を仮定して、
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と表すことができる。ここで 
[image: image3.wmf]  

h

(

H

)

は住宅財消費、
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は産業ｉによって生産された財の消費水準である。
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は、それぞれ住宅と製造品の支出割合である。さらに、各産業における個々の企業はその各々の差別化された財（バラエティ）を生産しており、nj 個のバラエティについて、CES型の部分効用関数を
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と定義する。消費者の予算制約式は、yを所得、[image: image8.wmf]  
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をバラエティの価格、[image: image9.wmf]  
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を住宅サービスの価格として、
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と表せる。
生産者側では、企業は消費者が需要する最終財のみならず、企業が投入として使う中間財も生産していると仮定する。Dixit-Stiglitz タイプの独占的競争モデルでは、産業iに属する企業の各バラエティの生産関数は
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と表せる。ここで
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 は企業の操業に必要な固定投入で、
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単位生産するのに必要な限界投入である。生産関数右辺における
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は土地である。また、
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は産業jの生産物で産業iに投入物となった量を個々の中間投入を集計した指数で表現しており、
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 は中間投入の割合である。生産財の価格を
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、賃金を
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、土地価格を
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 とすると、企業の利潤
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となる。
２．２　Ｒ地域モデル

次に地域をRに拡張し、地域間の産業連関構造を組み込んだ交易モデルへと展開する。そこにおいて、添え字のsは販売地域（発地域）を、添え字のrは購入地域(着地域)を表すものとする。ここで、地域間輸送にはicebergタイプの地域間輸送費用
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がかかるものとする。結果、各地域の価格指数は
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となり、賃金関数が以下のように求まる。
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ここで 
[image: image27.wmf](
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である。また、最終財需要ポテンシャル、中間財需要ポテンシャル、供給ポテンシャルは以下のように表される。
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３．一般均衡モデルにおけるキャリブレーション
３．１　９地域３産業モデル

　本節以降、本論文では地域を北海道、東北、関東、中部、関西、中国、四国、九州、沖縄の９地域として分析を行う。まず、土地が地域住民によって均等に所有され、よって土地収益が地域住民に均等に配分されると仮定した上で、労働者の地域間・部門間移動を以下のように定義する。
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ここで
[image: image32.wmf]  
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R

は労働者の地域間移動性であり、
[image: image33.wmf]  
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は地域rにおける産業iに従事する労働者の間接効用である。なお、労働移動については、現実の労働分布を初期分布として与える。

３．２　データおよびキャリブレーション

地域データについては、各産業の投入シェアや消費者の支出シェアには地域間産業連関表（2000年）を、土地面積には土地基本調査（2001年）、社会資本ストックについては内閣府政策統括官編「日本の社会資本」より得られる生活基盤社会資本ストック（2003年）を用い、地域間の輸送費用を
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として、
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はNITASの一般化費用で測った地域間輸送費用をあてる。
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は産業別の輸送抵抗であり、
[image: image37.wmf]k

はモデルと現実の輸送費用を対応させるパラメータである。

キャリブレーションでは、現状の各産業の労働者の地域分布が均衡状態にあると仮定し、以下で表される各地域・産業の労働者の間接効用格差を最小化するパラメータの組み合わせを求める。
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表６はキャリブレーションの結果得られるパラメータをまとめたものである。これより、産業別の代替の弾力性については、工業部門で代替の弾力性は最も低く、サービス業で最も高くなっている。また、固定投入に関しては、工業で最も高く、サービス業で最も低くなっている。これは、工業生産については工場設備などの初期投入が大きいのにくらべ、サービス業ではそうした初期投入費用がさほど大きくはないことを反映していると解釈できる。産業別の輸送抵抗については、工業財において最も小さく、農業財で高くなっている。農業財については、鮮度劣化など観点から輸送費用が工業財よりも高いと解釈できる。
表６　主要パラメータ
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４．シミュレーション分析
4.1　地域ポテンシャル

地域ポテンシャルについては、労働者の地域・産業間の分布は現状のものを所与とした上でそれぞれの地域の最終財需要ポテンシャル、中間財需要ポテンシャル、供給ポテンシャルを求め、その上で輸送費水準の低下がそれら地域ポテンシャルに与える変化を分析する。そのために、輸送費用水準を操作する変数frcを乗じることで、輸送費用を以下のように再定義する。
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すなわち、frc=1のときが現状であり、これが小さくなるほど輸送費用が低下することを意味する。

表７は、現状の輸送費の下での各地域・産業の最終財需要ポテンシャル、中間財需要ポテンシャルおよび供給ポテンシャルの対全国比と、輸送費用が現状から1割もしくは2割減少した場合の変化を表している。これより、需要・供給ポテンシャルのいずれでも関東や中部、関西といった中心地域においてポテンシャルが高く、地方においてそれが低くなっていることが確認できる。需要ポテンシャルの地域差は農業部門において最も大きく、サービス業において最も小さくなっているのに対し、供給ポテンシャルでは工業部門において中心地域の優位性が突出しており、農業やサービス業ではその差はあまり大きくない。サービス業が需要・供給ポテンシャルのいずれでも地域差が小さいことは、サービス業の代替性が高いことを反映していると思われるが、とくに中部地域においてポテンシャルが（工業や農業と比較して）低いことは特徴的である。また、工業については、中部地域において最終需要と供給ポテンシャルがさほど高くないのに対し、中間財需要ポテンシャルが高いことから、中部地域への工業集積の要因は、中間財需要についての優位性によるところが大きいと考えられる。農業はポテンシャルの地域間の相違が大きいが、これは農業財の輸送費用が高いことを反映していると思われる。最後に、輸送費の低下は関東や中部、関西といった中心地域のポテンシャルを押し下げ、逆に地方のポテンシャルを引き上げることが確認できる。
4.2　均衡労働分布

表８はさまざまな輸送費水準の下での労働者の均衡分布を表している。これより、frc=1の付近で両者の分布が近づくことが確認でき、また輸送費用の低下に伴い労働者の分布は関東地方から地方へ分散化する傾向が読み取れる。これは、輸送費用が高い場合には市場の大きい中心地域に生産活動が集中化するが、輸送費用の低下とともに地域間の財の輸送が容易になるため、地方へ生産活動が分散化することを表しており、こうした傾向は先の地域ポテンシャルの変化に示されたとおりであり、また現実の労働分布の推移と比較しても、関東や関西地域において工業労働者が減少し、北海道や東北、九州、沖縄といった地域で増加している点は、シミュレーションの結果と一致する。

ところで、輸送費が極めて高い場合については労働分布の推移は変則的であることに注意されたい。つまり、frc=40のときには経済活動は市場へのアクセスの良い関西地域に集中するが、輸送費が低下し、産業の分散化傾向が生じると、土地の豊富さなどの面で優位性のある関東に経済的な中心が移行することは示唆的である（frc≦20の場合）。つまり、明治期以降の東海道本線や東海道新幹線といった鉄道網の高速道路の建設などの交通インフラの整備、交通技術の発達にともなう輸送費用の低下が、関西から関東への経済的中心の移動を促したと解釈できる。
一方、生産部門間の労働分布について見ると、シミュレーションで求められる農業部門従事者が現実経済に比べて少なくなっていることがわかる。これは、シミュレーションは労働の部門間移動が完全に自由に行われることを仮定しているのに対し、現実経済では労働移動は完全ではなく、潜在的に農業から他産業へ移動することを望む労働者が多く存在すること、また農業政策により農業部門の賃金がその生産性よりも高くなっていることを反映するものである。また、シミュレーションにおいて北海道の農業の特化係数が高くなっているが、これは北海道において土地が豊富であることに加え、本モデルでは地域間の気候の違いなどが考慮されていないことが要因と考えられる。次に、東京における工業生産が現実経済と比較してシミュレーションでは大きくなっている（逆に言えば、シミュレーションに比較して現実の工業の分散化傾向が強い）が、その要因としては、たとえば全国総合開発計画に代表されるように、戦後一貫して行われてきた工業の分散化政策により現実経済の工業が地方へ分散する傾向が強められたことが考えられる。
以上のように、本モデルはHelpman型のNEGモデル同様、輸送費用の低下が経済活動の分散化を促すという結論が得られる。これは、たとえば工業生産が中央から地方へ分散化するといった分散化局面を説明するものであるが、その一方で東京一極集中といった局面については十分な説明ができていない。これは、サービス業を中心とした現在の東京一極集中が、距離抵抗の低下のみで説明されるものではなく、規模の経済性や集積の経済性といった産業構造の変化を反映したものであることを示唆するものである。
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表７　地域ポテンシャル
	農業
	最終財需要ポテンシャル
	
	中間財需要ポテンシャル
	
	供給ポテンシャル

	
	MPF
	MPFの変化
	
	MPI
	MPIの変化
	
	SP
	SPの変化

	frc
	1
	0.9
	0.8
	0.9
	0.8
	
	1
	0.9
	0.8
	0.9
	0.8
	
	1
	0.9
	0.8
	0.9
	0.8

	北海道
	0.591
	0.618
	0.648
	1.046
	1.097
	
	0.604
	0.632
	0.662
	1.046
	1.097
	
	1.123
	1.113
	1.106
	0.991
	0.984

	東北
	1.077
	1.081
	1.084
	1.004
	1.006
	
	1.111
	1.112
	1.111
	1.001
	1.001
	
	1.336
	1.322
	1.307
	0.990
	0.978

	関東
	1.334
	1.314
	1.292
	0.985
	0.969
	
	1.371
	1.346
	1.320
	0.982
	0.962
	
	1.290
	1.277
	1.263
	0.990
	0.979

	中部
	1.328
	1.310
	1.291
	0.987
	0.972
	
	1.354
	1.333
	1.310
	0.984
	0.968
	
	1.221
	1.214
	1.205
	0.994
	0.987

	関西
	1.334
	1.314
	1.291
	0.984
	0.968
	
	1.339
	1.317
	1.294
	0.984
	0.967
	
	1.128
	1.123
	1.118
	0.996
	0.991

	中国
	1.127
	1.125
	1.121
	0.998
	0.995
	
	1.111
	1.111
	1.109
	1.000
	0.998
	
	0.979
	0.985
	0.991
	1.006
	1.012

	四国
	1.056
	1.059
	1.062
	1.003
	1.006
	
	1.043
	1.048
	1.052
	1.004
	1.008
	
	0.893
	0.905
	0.917
	1.014
	1.027

	九州
	0.912
	0.923
	0.934
	1.012
	1.025
	
	0.865
	0.881
	0.898
	1.018
	1.037
	
	0.851
	0.862
	0.874
	1.013
	1.027

	沖縄
	0.241
	0.256
	0.276
	1.063
	1.144
	
	0.201
	0.220
	0.243
	1.094
	1.209
	
	0.180
	0.198
	0.220
	1.100
	1.221

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	工業
	最終財需要ポテンシャル
	
	中間財需要ポテンシャル
	
	供給ポテンシャル

	
	MPF
	MPFの変化
	
	MPI
	MPIの変化
	
	SP
	SPの変化

	frc
	1
	0.9
	0.8
	0.9
	0.8
	
	1
	0.9
	0.8
	0.9
	0.8
	
	
	
	
	
	

	北海道
	0.629
	0.653
	0.679
	1.038
	1.080
	
	0.614
	0.640
	0.668
	1.042
	1.087
	
	0.979
	1.003
	1.028
	1.024
	1.050

	東北
	1.052
	1.057
	1.061
	1.005
	1.009
	
	1.072
	1.075
	1.077
	1.003
	1.005
	
	1.597
	1.572
	1.547
	0.985
	0.969

	関東
	1.272
	1.257
	1.242
	0.989
	0.977
	
	1.306
	1.288
	1.268
	0.986
	0.970
	
	1.457
	1.430
	1.402
	0.981
	0.962

	中部
	1.289
	1.274
	1.258
	0.989
	0.976
	
	1.316
	1.298
	1.279
	0.986
	0.971
	
	1.234
	1.219
	1.203
	0.988
	0.974

	関西
	1.309
	1.290
	1.269
	0.985
	0.970
	
	1.322
	1.301
	1.279
	0.984
	0.968
	
	1.114
	1.104
	1.093
	0.991
	0.982

	中国
	1.136
	1.132
	1.127
	0.996
	0.992
	
	1.129
	1.126
	1.122
	0.997
	0.994
	
	0.912
	0.918
	0.923
	1.006
	1.012

	四国
	1.070
	1.071
	1.072
	1.001
	1.002
	
	1.066
	1.068
	1.069
	1.002
	1.003
	
	0.846
	0.856
	0.865
	1.012
	1.023

	九州
	0.958
	0.963
	0.969
	1.006
	1.012
	
	0.919
	0.929
	0.940
	1.011
	1.023
	
	0.685
	0.702
	0.721
	1.026
	1.053

	沖縄
	0.287
	0.303
	0.324
	1.057
	1.129
	
	0.256
	0.275
	0.299
	1.075
	1.168
	
	0.177
	0.196
	0.219
	1.108
	1.237

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	サービス
	最終財需要ポテンシャル
	
	中間財需要ポテンシャル
	
	供給ポテンシャル

	
	MPF
	MPFの変化
	
	MPI
	MPIの変化
	
	SP
	SPの変化

	frc
	1
	0.9
	0.8
	0.9
	0.8
	
	1
	0.9
	0.8
	0.9
	0.8
	
	1
	0.9
	0.8
	0.9
	0.8

	北海道
	0.710
	0.730
	0.751
	1.028
	1.058
	
	0.704
	0.724
	0.746
	1.029
	1.060
	
	0.855
	0.872
	0.891
	1.021
	1.043

	東北
	0.998
	1.000
	1.002
	1.002
	1.003
	
	1.001
	1.003
	1.004
	1.002
	1.003
	
	1.139
	1.137
	1.134
	0.998
	0.996

	関東
	1.265
	1.242
	1.219
	0.982
	0.963
	
	1.272
	1.248
	1.224
	0.981
	0.962
	
	1.282
	1.261
	1.238
	0.983
	0.966

	中部
	1.184
	1.171
	1.157
	0.989
	0.977
	
	1.192
	1.178
	1.163
	0.988
	0.976
	
	1.151
	1.140
	1.129
	0.991
	0.981

	関西
	1.219
	1.201
	1.182
	0.985
	0.969
	
	1.224
	1.205
	1.186
	0.985
	0.969
	
	1.160
	1.145
	1.129
	0.987
	0.973

	中国
	1.040
	1.039
	1.037
	0.999
	0.998
	
	1.038
	1.037
	1.036
	0.999
	0.998
	
	0.992
	0.991
	0.990
	0.999
	0.998

	四国
	1.014
	1.015
	1.015
	1.001
	1.001
	
	1.014
	1.015
	1.016
	1.001
	1.001
	
	0.952
	0.954
	0.956
	1.002
	1.004

	九州
	0.873
	0.883
	0.894
	1.012
	1.024
	
	0.864
	0.876
	0.887
	1.013
	1.027
	
	0.819
	0.828
	0.838
	1.012
	1.024

	沖縄
	0.697
	0.719
	0.743
	1.032
	1.067
	
	0.691
	0.714
	0.739
	1.033
	1.068
	
	0.651
	0.672
	0.695
	1.033
	1.069


表−８　均衡労働分布
	地域
	実際の分布（％）
	frc（距離抵抗）

	　
	　
	　
	40.0
	20.0
	10.0
	5.0
	2.0
	1.5
	1.0
	0.8
	0.5
	0.0

	1. 北海道
	農業
	0.50
	0.05
	0.06
	0.07
	0.08
	0.10
	0.11
	0.12
	0.13
	0.14
	0.16

	　
	工業
	0.78
	0.00
	0.00
	0.00
	0.00
	0.01
	0.01
	0.06
	0.11
	0.32
	2.67

	　
	サービス
	2.50
	0.13
	0.32
	0.59
	1.14
	2.25
	2.70
	3.34
	3.67
	4.23
	4.62

	　
	計
	3.78
	0.18
	0.38
	0.66
	1.22
	2.36
	2.83
	3.52
	3.90
	4.69
	7.46

	2. 東北
	農業
	1.42
	0.13
	0.23
	0.22
	0.21
	0.18
	0.18
	0.17
	0.17
	0.17
	0.16

	　
	工業
	2.67
	0.00
	0.00
	0.02
	0.21
	1.13
	1.50
	2.06
	2.36
	2.85
	3.73

	　
	サービス
	3.78
	0.72
	3.38
	5.27
	7.26
	7.77
	7.81
	7.74
	7.72
	7.66
	7.49

	　
	計
	7.87
	0.85
	3.61
	5.51
	7.68
	9.08
	9.48
	9.98
	10.25
	10.67
	11.38

	3. 関東
	農業
	1.58
	0.17
	0.41
	0.32
	0.24
	0.17
	0.16
	0.15
	0.15
	0.14
	0.13

	　
	工業
	11.53
	0.00
	39.26
	38.35
	35.86
	20.49
	18.03
	16.07
	15.29
	13.90
	11.12

	　
	サービス
	19.41
	4.88
	44.76
	35.94
	24.02
	15.94
	15.29
	14.56
	14.28
	13.96
	13.18

	　
	計
	32.52
	5.06
	84.42
	74.61
	60.12
	36.60
	33.48
	30.79
	29.72
	28.00
	24.43

	4. 中部
	農業
	1.80
	0.36
	0.24
	0.23
	0.22
	0.19
	0.18
	0.17
	0.17
	0.16
	0.15

	　
	工業
	9.73
	0.01
	0.03
	0.28
	2.47
	13.09
	13.80
	13.79
	13.52
	12.65
	10.02

	　
	サービス
	9.19
	6.23
	6.98
	11.63
	16.04
	14.08
	13.45
	12.75
	12.57
	12.46
	12.30

	　
	計
	20.72
	6.59
	7.25
	12.14
	18.73
	27.37
	27.43
	26.72
	26.26
	25.28
	22.47

	5. 関西
	農業
	0.60
	0.30
	0.05
	0.06
	0.06
	0.06
	0.06
	0.06
	0.05
	0.05
	0.05

	　
	工業
	6.30
	38.38
	0.01
	0.04
	0.43
	5.71
	6.44
	6.82
	6.81
	6.57
	5.51

	　
	サービス
	8.51
	45.09
	2.90
	4.32
	6.37
	6.58
	6.20
	5.81
	5.66
	5.53
	5.30

	　
	計
	15.41
	83.77
	2.96
	4.42
	6.86
	12.35
	12.70
	12.68
	12.52
	12.15
	10.87

	6. 中国
	農業
	0.70
	0.11
	0.04
	0.04
	0.05
	0.06
	0.06
	0.06
	0.06
	0.05
	0.05

	　
	工業
	2.24
	0.00
	0.00
	0.00
	0.02
	0.75
	1.22
	1.92
	2.25
	2.77
	3.57

	　
	サービス
	3.17
	1.74
	0.56
	1.12
	2.25
	4.13
	4.25
	4.19
	4.13
	4.03
	3.77

	　
	計
	6.11
	1.85
	0.59
	1.16
	2.31
	4.94
	5.53
	6.17
	6.43
	6.85
	7.40

	7. 四国
	農業
	0.51
	0.05
	0.02
	0.02
	0.02
	0.03
	0.03
	0.03
	0.03
	0.03
	0.03

	　
	工業
	1.00
	0.00
	0.00
	0.00
	0.00
	0.17
	0.31
	0.56
	0.70
	0.94
	1.46

	　
	サービス
	1.66
	0.78
	0.24
	0.48
	0.97
	1.92
	2.04
	2.08
	2.07
	2.04
	1.91

	　
	計
	3.17
	0.82
	0.26
	0.50
	1.00
	2.12
	2.38
	2.67
	2.80
	3.02
	3.40

	8. 九州
	農業
	1.42
	0.10
	0.05
	0.05
	0.06
	0.09
	0.09
	0.10
	0.10
	0.10
	0.11

	　
	工業
	2.60
	0.00
	0.00
	0.00
	0.00
	0.10
	0.23
	0.60
	0.90
	1.64
	4.37

	　
	サービス
	5.64
	0.76
	0.47
	0.93
	1.99
	4.88
	5.69
	6.52
	6.82
	7.20
	7.19

	　
	計
	9.66
	0.86
	0.51
	0.98
	2.06
	5.07
	6.01
	7.23
	7.82
	8.94
	11.67

	9. 沖縄
	農業
	0.09
	0.00
	0.00
	0.00
	0.00
	0.00
	0.00
	0.00
	0.00
	0.00
	0.01

	　
	工業
	0.09
	0.00
	0.00
	0.00
	0.00
	0.00
	0.00
	0.00
	0.00
	0.00
	0.20

	　
	サービス
	0.58
	0.00
	0.00
	0.01
	0.03
	0.12
	0.17
	0.26
	0.30
	0.41
	0.72

	　
	計
	0.76
	0.00
	0.00
	0.01
	0.03
	0.12
	0.17
	0.26
	0.31
	0.41
	0.92

	全国
	農業
	8.62
	1.28
	1.09
	1.01
	0.93
	0.87
	0.86
	0.86
	0.86
	0.85
	0.85

	　
	工業
	36.95
	38.38
	39.30
	38.70
	39.00
	41.45
	41.55
	41.88
	41.93
	41.64
	42.65

	　
	サービス
	54.43
	60.33
	59.60
	60.29
	60.07
	57.68
	57.59
	57.26
	57.21
	57.51
	56.49








*本稿は経済産業研究所（ＲＩＥＴＩ）のプロジェクト「自立型地域経済システムに関する研究」の一環として執筆されたも のである。また、本稿執筆の際には、藤田昌久教授をはじめ、ＲＩＥＴＩにおける研究会や東北大学地域科学ワークショップの参加者から多くの建設的なコメントをいただいたことに感謝したい。
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